
光が丘地区の公共施設再編に向けた取組について

〇 相模原市における公共施設の現状と課題
・昭和４０年〜５０年代の⼈⼝急増期に、学校や公⺠
館などの多くの公共施設を整備。今後、⼀⻫にこれらの
建替え時期を迎える。
・⼈⼝減少や超⾼齢化が⾒込まれる中、今あるすべての
施設をこれまでと同じように維持していくことは財政面から
も困難。

次の世代に過度な負担を残さず、持続可能な公共サービ
スを提供するための施設のあり方を考えることが必要。

（取組目標）延床面積２０％の削減

取組の推進に向け、施設の複合化や集約化など、「施設分類ごとの施設配置の基本的な考え方」、
「２２地区ごとの施設配置の方向性」をまとめたもの。

【相模原市公共施設マネジメント推進プラン（Ｈ２９．３）】

公共建築物の延床面積のうち、
学校施設の割合は４５％超

【公共施設マネジメントの必要性】

〇 光が丘地区の現状と地域課題

〇 光が丘地区の公共施設の状況と課題

・光が丘地区では、⼈⼝急増期に、住宅地が⼀⻫に整備され、
良好な住環境が形成されている。
・⼈⼝推計では、今後⼀貫して⼈⼝が減少し、少子⾼齢化が
進⾏する⾒込みである。

出典︓2015年国勢調査に基づく相模原市の将来⼈⼝推計

2021

取組の方向性

【光が丘地区の施設配置の方向性】
・地区内の公共施設の多くが⽼朽化していく中においては、施設の複合化や多機能化、集約化を
図りながら地域の交流拠点を形成し、地域にとって必要な公共サービスの提供を目指す。

【光が丘地区まちづくり会議報告書（H３０．１０）】
・地区まちづくり会議報告書は、市総合計画（区別基本計画を含む）及び都市計画マスタープランの策定に当
たり、22の地区まちづくり会議において、地区の課題とその対応方策について検討され、取りまとめられたもの。

・少子化の進⾏による地区内の⼩学校の教育環境への影響の懸念
・⼩学校の校庭が放課後、土日、夏休み等に開放されないことなどにより、子ども達が自由に遊べる場所が
減少しており、その対応に向けて、⾏政、学校、地域の更なる連携・協⼒が必要。

現状と課題＜抜粋＞

対応方策＜抜粋＞
・統廃合となった場合の⼩学校跡地の活⽤の検討（⾏政・市⺠）
（例︓地域で活⽤できる場、子どもが自由に遊べる場、避難所 など）

・ボール遊びなど、子どもが自由に遊べる場所を確保するため、放課後、土日、夏休み等の学校の開放（⾏
政・地域）

・⻘葉⼩学校の閉校後の跡地（既存ストック）は、「避難所としても使える、⼦どもや地域の
活動の場」を基本とした利活⽤を検討する。
・既存ストックの活⽤を想定した公共施設の再編・再整備を地域とともに検討する。

【市の方針】
〇⽼朽化が顕著である『療育センター陽光園』
『陽光台保育園』で利活⽤する。
〇再編後に生まれる『未利⽤資産』（現療育セン
ター陽光園の土地など）は、市の財政状況も踏ま
えた売却、貸付などによる財源確保を検討する。

⾏政運営上の課題 地域の課題

・療育センター陽光園、陽光台保育園など、子どもに関する地区内の公共施設の多くが築４０年以
上を経過しており、建て替えなどを検討する時期を迎えています。
・⼩・中学校の児童生徒数の減少に伴う学習環境のあり方の検討を⾏い、市教育委員会において、
「令和７年４⽉を目途に、⻘葉⼩学校を閉校し、光が丘⼩学校、陽光台⼩学校、並⽊⼩学校に
再編する」という対応方針が定められたところです。（R3.８）

今後の⼩学校再編の進捗を踏まえながら、
『地域の課題』 や 『⾏政運営上の課題』 の解決方法を 『市⺠対話』 を通じて検討

⇒詳しくは裏面に

市⺠対話ワークショップ と 全体のロードマップ
ワークショップにより、今後の跡地活⽤の構想につながる、跡地活⽤のコンセプト、具体的な活⽤方策、アイデ
アなどを検討し、報告書にまとめる。その報告書を踏まえ、基本構想を策定し、実現に向けた取組を進める。

報告書を踏まえて

延床
面積

（千㎡）

2020年

26,679人

2040年

22,088人

2020と比べて

約17%
減少⾒込み

2020と比べて

約33%
減少⾒込み

2060年

17,911人
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のイメージ

・学校での思
い出
・地域の魅⼒・
課題

市⺠対話ワークショップ（今年度予定）
再編の考え方、配置プランなどの検討 【３年程度】
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※今後の調整や新型コロナウイルス感染症の状況等により、内容やスケジュールは変更となる可能性があります。
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進捗にあわせた
市⺠参画事業を実施

R6年度
目途【地域とともに考えていくこと】

〇地域課題や周辺公共施設の状況を
踏まえ、『地域にとって必要なサービス・
機能』での利活⽤を検討する。

一体的な
活用



光が丘地区の公共施設再編に向けた取組について

並木⼩学校
建設年度 S49-S50
延床面積 7,002㎡
※学習環境のあり方検討対象

光が丘連絡所
建設年度 H10
延床面積 60㎡
※⾏財政構造改⾰プランの⾒直し対象

光が丘公⺠館
建設年度 S59
延床面積 1,004㎡
※⻑寿命化改修検討対象

⻘葉⼩学校
建設年度 S52-S53
延床面積 5,718㎡
※学習環境のあり方検討対象

⻘葉児童館
建設年度 S50
延床面積 253㎡
※⾏財政構造改⾰プランの⾒直し対象

光が丘児童館
建設年度 S46
延床面積 196㎡

光が丘⼩学校
建設年度 S44-H2
延床面積 7,876㎡
※学習環境のあり方検討対象

陽光台⼩学校
建設年度 S50-S51
延床面積 6,409㎡
※学習環境のあり方検討対象

療育センター陽光園
建設年度 S49－H5
延床面積 3,290㎡
現地建替えは、敷地規模や周辺状
況から、課題が多い。

陽光台保育園
建設年度 S49
延床面積 718㎡
現地建替えは、敷地規模や周辺状
況から、課題が多い

上溝保育園

学校法人相模中央学園
認定こども園
中央幼稚園

こひつじ保育園

認可保育園、認定こども園

光が丘地区の公共施設の状況と課題

緑が丘中学校

緑が丘分署

陽光台公⺠館

陽光台こどもセンター
陽光台児童クラブ

併設：光が丘児童クラブ

並木こどもセンター
並木児童クラブ

※市営住宅、消防団詰所は除いています。

併設：⻘葉⼩学校放課後⼦ども教室・⻘葉児童クラブ

築４６年

築４６年

築４５年

築５２年
築４９年

築４３年

築２３年

築４６年

築３６年

築４６年

※建設年度は、棟ごとに表しています。
（古い棟−新しい棟）



 津久井地区の⼈⼝は、今後⼀貫して減少する⾒込みで、
市内の中でも⼈⼝減少が著しい地区となっている。

津久井総合事務所の建替えを契機とした
持続可能なまちづくりに向けた

地域拠点の創出

〜限られた財源の中においても地域・⺠間・⾏政の創意⼯夫による魅⼒ある施設づくりを〜

公共施設の⽼朽化
（公共施設マネジメント）

公共サービスの在り方
（⾏政・市⺠サービス）

⾏政課題等

厳しい財政状況・社会やニーズの変化への対応

災害対策
（災害の拠点）

人口
（人口減少・少子高齢化）

地域課題等

安心して暮らせるまちづくり

 施設の⽼朽化の状況を踏まえて、現時点では、令和１１年度の供⽤開始を⽬標とする。
 市⺠対話ワークショップ等の結果を踏まえ、令和４年度早期に、市⺠対話ワークショップを踏まえた基本

的な考え方（基本方針）をまとめる。
 令和４年度は、財政⾯等、実現性を考慮しながら、基本構想の策定に向けた検討を⾏う。

 津久井総合事務所は、旧津久井町役場として昭和３９年に建設されてか
ら築５７年が経過し、⽼朽化による建替えの検討時期を迎えている。また、
周辺の公⺠館や保健センターも、築３０〜４０年を経過しており、⽼朽化
が進んでいる。

 時代の変化や社会状況の変化に伴い、各施設で提供するサービスや機能
が変化してきており、これからの「公共サービスの在り方」に合わせた施設とし
ていく必要がある。

【相模原市公共施設マネジメント推進プラン（Ｈ２９．３）】
【津久井地区の施設配置の方向性】＜抜粋＞
津久井総合事務所は、津久井地域における⾏政運営の拠点として、複合施設であるまちづくりセンターのほ
か、公⺠館や保健センターなどの周辺施設も含めた中で、⼀体的に公共施設の再編・再配置を検討します。

『公共施設の⽼朽化と公共サービスの在り方の変化』

『津久井地区の地域課題等』
〇 人口減少・少子高齢化

〇 事業全体の方向性

〇 事業全体のロードマップ

 津久井総合事務所の建替えを契機として、新たな地域拠点に求められる機能や在り方を検討する。

〇 災害への備え
津久井地区では、国道や県道沿いの住宅地裏⼿の斜⾯地が⼟砂災害警戒区域に指定されており、⼟砂
災害特別警戒区域の指定箇所も多く⾒られる。（津久井総合事務所の敷地も⼟砂災害警戒区域に指
定。）

甚⼤な被害をもたらした令和元年東⽇本台⾵の際は、津久井総合事務所が現地における災害対策の拠
点として機能。

次の世代に過度な負担を残さず、持続可能な公共サービス
を提供するための施設のあり方を考えることが必要。

（取組⽬標）延床⾯積２０％の削減

〇 公共施設マネジメントの必要性

延床
⾯積

出典︓2015年国勢調査に基づく相模原市の将来⼈⼝推計（平成30年3月）

2020

2040

20602020年

24,205人

2040年

17,774人

2020と比べて

約27%
減少⾒込み

2020と比べて

約54%
減少⾒込み

2060年

11,250人

 年少⼈⼝は、今後⼀貫して減少するなど少⼦化が進⾏。
⾼齢化率は、既に３５％を超えており、2038年には５
０％を超える⾒込み。

〇 市⺠対話ワークショップ
 令和3年度は、市⺠対話ワークショップを開催し、地域とともに、津久井総合事務所や周辺の公共施設で

の活動や期待するイメージ、目指すべきビジョンを共有する。

 相模原市では、昭和４０年〜５０年代の⼈⼝急増
期に、学校や公⺠館などの多くの公共施設を整備。今
後、⼀⻫にこれらの建替え時期を迎える。

 ⼈⼝減少や超⾼齢化が⾒込まれる中、今あるすべての
施設をこれまでと同じように維持していくことは財政⾯か
らも困難。

〇 津久井総合事務所と周辺施設について

市⺠対話
ワークショップ

基本構想
（市⺠検討会） 基本計画 設計・建設

Ｒ３ Ｒ４〜Ｒ５ Ｒ５〜Ｒ６ Ｒ７〜Ｒ１１

⽬指すべき
ビジョンの共有

計画の具体化
（実現可能な計画づくり）

事業の実施

※現地建替え、従来方式を想定した場合の⼀般的なスケジュールであり、今後の検討状況等により変更となる可能性があります。

『本事業の取組について』

⺠間活⼒の活⽤可能性を検討

津久井総合事務所周辺公共施設再整備に向けた取組について

基本
方針
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津久井総合事務所周辺の公共施設配置図

相模原⻄メディカルセンター急病診療所
建築年度︓S55
延床⾯積︓544㎡

津久井障害者地域活動支援センター
建築年度︓H5
延床⾯積︓230㎡

津久井地域福祉センター
建築年度︓H12
延床⾯積︓236㎡

中野保育園
建築年度︓S51
延床⾯積︓857㎡

津久井総合事務所
建築年度︓S39-H18
延床⾯積︓2,335㎡

津久井中央公⺠館・
津久井⽼人福祉センター

建築年度︓S55
延床⾯積︓2,557㎡

津久井保健センター
建築年度︓S62
延床⾯積︓941㎡

中野中学校
建築年度︓S45-S63
延床⾯積︓7,784㎡

中野小学校
建築年度︓S47-H23
延床⾯積︓6,813㎡

築４１年 築２８年 築３４年 築５７年 築４０年 築２１年

築４５年

築４９年

築５１年

︓相模原市⾏財政構造改⾰プランにおける本事業の検討対象候補施設


